
★は新規，☆は拡充　／　（　）内は，職員及び嘱託員の増減員数

都市の成長 
 
 

★児童福祉等担当理事の新設  （＋１） 
 専門的視点からの指導，人材育成を行い，児童虐 

 待や社会的養護における課題解決を促進 
 
 

★「子ども・子育て支援新制度」開始に伴う組織再編 

                 （＋４，嘱＋２） 
 新制度開始に伴う新たな業務をスムーズに行い， 

 子育て支援の量の拡充や質の向上を図る 
 

☆こども総合相談センターの体制強化  

                                                 （＋３，嘱＋１） 
 児童虐待の未然防止，児童の問題行動への早期介 

 入につなげる 
 

 

☆新生児訪問事業の拡充 （＋３，嘱＋10） 
 産後早期の母親への訪問支援の充実を図り，子育 

 ての不安解消につなげる(７区) 
 
 

☆市立保育所に保育士の増員 （＋２） 
 保育サービスの充実を図る 

☆救急隊の増隊 （＋５） 
 都心部を中心とした救急需要に的確に対応 
 

☆消防局査察課の新設 
 消防法令違反等の是正を推進し，火災による 

 被害を最小限に抑える 

 
★学校図書館支援ｾﾝﾀｰの本格稼働 （嘱＋３） 
 学校図書館の機能を充実させ，児童生徒の情 

 報収集・活用能力の向上などにつなげる 

 
☆特別支援教育の充実 （嘱＋７） 
 

・特別支援学校にスクールカウンセラーを配置 

 し，児童生徒の多様な相談にきめ細やかに対 

 応 
・特別支援学校に医療的ケアを行う看護師を増 

 員し，保護者の負担を軽減 

・増設される特別支援学級に介助等を行う嘱託 

 員を配置し，児童一人一人に対しきめ細やか 

 な教育を行う 
 

 
☆区 窓口サービスの向上 （＋１） 
 区役所窓口における待ち時間の短縮などによ 

 り，窓口サービス向上を図る（東区） 

外郭団体の見直し その他 
☆アセットマネジメントの推進のための

体制強化 （＋11） 
・スポーツ施設の計画的改修等 

・下水道管の改築更新 

・港湾及び海岸施設の維持補修，改修 

・地下鉄軌道(レール)の維持管理,更新 

                など 

 
 

〇技能労務職の体制見直し  （▲68） 
・志賀島航路の運航体制の見直し 

・ＪＲの車両更新に伴う車掌業務の減 

・学校環境整備業務の執行体制見直し 

                など 

〇随意契約の見直し （▲45） 
 市との随意契約の見直しによる業務量減少 

 に伴い，下記団体への派遣職員を一部引上げ 

 ・施設整備公社   ・緑のまちづくり協会 

 ・水道サービス公社 
 

〇防災協会の廃止 （▲12） 
 市民防災センターの直営化に伴い，福岡市 

 防災協会を廃止 
 

〇派遣体制の見直し （▲19） 
 業務執行体制の見直しにより下記団体への 

 派遣職員を一部引上げ 

 ・スポーツ協会  ・社会福祉事業団 

 ・病院機構                など 

☆中小企業振興部の新設 
 中小企業・小規模事業者への支援体制をより一層 

 強化し，地域経済の活性化を図る 

☆商店街と地域との連携強化 （＋１） 
 商店街と地域との連携を促進し，商店街の活性化 

 を図る 

☆ｾﾝﾄﾗﾙﾊﾟｰｸ構想などの推進体制の強化  （＋１） 
 セントラルパーク基本計画の策定など 

☆旧大名小学校跡地まちづくりの推進（＋１） 
 跡地のまちづくり構想を策定し，まちづくりを推進 

☆七隈線延伸事業の推進体制の強化  （＋３） 
 平成32年度の開業に向けて，事業を着実に推進 

☆ Ｍ Ｉ Ｃ Ｅ施設整備の推進（＋２） 
 第２期展示場等整備や民間施設誘致の検討を進める 

☆ﾗｲｵﾝｽﾞｸﾗﾌﾞ国際大会担当課の新設  （＋３） 
   ﾗｲｵﾝｽﾞｸﾗﾌﾞ国際大会の準備を着実に進める 
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☆基幹ｼｽﾃﾑ刷新の推進体制強化  （＋２） 
 社会保障・税番号制度の導入を踏まえ，システム 

 を利用する業務の効率化を行い，市民サービスの 

 向上を図るとともにコストを抑制する 
 

 
 
☆ＩＣＴの活用による地域包括ケアの推進   （＋２） 
 

 ・行政がもつ様々な情報を集約，分析し，高齢者 

  が効果的，効率的に医療，介護などのサービス 

  を受けられるようにする。 
 

 ・ICTを活用した見守りの仕組み等を構築し，高 

  齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続ける 

  ことができるよう支援する 

○アジアのリーダー都市をめざし，「FUKUOKA NEXT」 を推進していくための体制を整備 
○市民のくらしに身近な分野，なかでも，子ども，福祉，教育にかかる実施体制を強化 

○施策の推進のために315人の増員を行う一方で，外郭団体の見直しや民間活用の推進などにより325人を削減 

〇脇山保育所の民営化 （▲12） 
 

〇背振少年自然の家，海の中道青少年海

の家に指定管理者制度を導入 （▲８） 
 

〇直営ごみ収集体制の見直し （▲11） 
 

〇地下鉄唐人町駅業務の民間委託 

                                               （▲５） 
 

〇小学校給食調理等業務の民間委託 

                                               （▲26） 
 

〇区役所警備業務の民間委託 （▲３） 
 

○水道局 東営業所業務の民間委託（▲12） 

  ※再掲 

民間活用の推進 

○職員数…9,739人 （H26比▲10） 

○組織数（係以上）…2,685 （H26比▲49） 

 

★福祉・介護予防課の新設 （＋２） 
 福岡市の実情に応じたサービス内容を検討し， 

 利用者のニーズにきめ細やかに対応 
 

 

☆障がい福祉ｻｰﾋﾞｽや介護保険等の制度改正に

伴う体制強化 （＋13， 嘱＋12） 
 制度改正等に伴い，障がい者福祉の充実や介護 

 サービス利用手続き等の円滑化を図る（７区） 

★発達障がい児・者支援体制の検討 （＋１) 
 発達障がい児・者の成長段階において，施策が 

 複数にまたがり，所管や施設が異なるという課 

 題を解消 

★口腔保健支援ｾﾝﾀｰの新設  （嘱＋１） 
 市民の生涯を通じた歯と口の健康づくりを総合 

 的に推進 

健康・医療・福祉 
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